要領別紙１

大阪府サービス管理責任者等研修受講要件
①　サービス管理責任者基礎研修
指定障がい福祉サービス事業所、指定障がい者支援施設（以下「指定障がい福祉サービス事業所等」という。）においてサービス管理責任者として従事しようとする者であって、次に掲げる区分に応じ、通算して右欄に掲げる年数以上の実務経験を有するもの
	業務
	実務経験年数

	相談支援業務
	３年

	社会福祉主事任用資格等を有しない者による直接支援の業務
	６年

	社会福祉主事任用資格等を有する者による直接支援の業務（社会福祉主事任用資格等の取得以前の期間を含めることができる。）
	３年

	国家資格等による業務に通算３年以上従事している者による相談支援の業務及び直接支援の業務（国家資格等による業務の期間と相談・直接支援の業務の期間が同時期でも可）
	１年


②　サービス管理責任者実践研修
１. 指定障がい福祉サービスの提供に係るサービス管理を行う者として厚生労働大臣が定めるもの等（平成18 年厚生労働省告示第544 号。以下「サービス管理責任者告示」という。）第１号イの(2)の(二)に規定する基礎研修修了者となった日以後、本研修の受講開始日前５年間に指定障がい福祉サービス事業所等その他の事業所等において通算して２年以上、相談支援の業務又は直接支援の業務に従事した者で、指定障がい福祉サービス事業所等においてサービス管理責任者として従事しているもの又は従事しようとするもの
２. サービス管理責任者基礎研修受講開始日においてサービス管理責任者告示第１号イの(1)に規定する実務経験者である者であって、同研修及び相談支援従事者初任者研修（講義部分）を修了後、本研修の受講開始日前５年間に指定障がい福祉サービス事業所等又は指定障がい児入所施設若しくは指定障がい児通所支援事業所（以下「指定障がい児入所施設等」という。）において通算して６ヶ月以上、同号イの(2)の(二)のb に規定する業務（以下「個別支援計画作成の業務」という。）に従事したもので、指定障がい福祉サービス事業所等においてサービス管理責任者として従事しているもの又は従事しようとするもの
３. 平成31年４月１日において改正前の指定障がい福祉サービスの提供に係るサービス管理を行う者として厚生労働大臣が定めるもの等（以下「旧サービス管理責任者告示」という。）第１号イの(1)から(5)までのいずれかの規定に該当する者（相談支援従事者初任者研修（講義部分）修了者又は旧サービス管理責任者告示第１号イの(1)の(二)のb に規定する旧障害者ケアマネジメント研修修了者を除く。）であって、同日以後に相談支援従事者初任者研修（講義部分）修了者となったもの（１に定める期間、相談支援の業務若しくは直接支援の業務に従事した者又は２に定める期間、個別支援計画作成の業務に従事した者に限る。）で、指定障がい福祉サービス事業所等においてサービス管理責任者として従事しているもの又は従事しようとするもの
４. サービス管理責任者告示第１号イの(2)の柱書きに定める期間内にサービス管理責任者更新研修の修了者とならなかった者で、指定障がい福祉サービス事業所等においてサービス管理責任者として従事しているもの又は従事しようとしているもの。この場合にあっては、１に定める期間、相談支援の業務若しくは直接支援の業務に従事した者であること又は２に定める期間、個別支援計画作成の業務に従事した者であることを要しない
③　サービス管理責任者更新研修
１. サービス管理責任者実践研修を修了後、指定障がい福祉サービス事業所等若しくは指定障がい児入所施設等においてサービス管理責任者、児童発達支援管理責任者若しくは管理者として従事している者又は指定一般相談支援事業所、指定特定相談支援事業所若しくは指定障がい児相談支援事業所において相談支援専門員として従事している者で、指定障がい福祉サービス事業所等においてサービス管理責任者として従事しているもの又は従事しようとするもの
２. サービス管理責任者実践研修を修了後、本研修の受講開始日前５年間において１の業務に通算して２年以上従事していた者で、指定障がい福祉サービス事業所等においてサービス管理責任者として従事しているもの又は従事しようとするもの
④　児童発達支援管理責任者基礎研修
１. 指定障がい児入所施設等において児童発達支援管理者として従事しようとする者であって、次に掲げる区分に応じ、通算して右欄に掲げる年数以上の実務経験を有するもの
	業務
	実務経験年数

	相談支援業務
	３年

	社会福祉主事任用資格等を有しない者による直接支援の業務
	６年

	社会福祉主事任用資格等を有する者による直接支援の業務（社会福祉主事任用資格等の取得以前の期間を含めることができる。）
	３年

	国家資格等による業務に通算３年以上従事している者による相談支援の業務及び直接支援の業務（国家資格等による業務の期間と相談・直接支援の業務の期間が同時期でも可）
	１年


⑤　児童発達支援管理責任者実践研修
１.  障害児通所支援又は障害児入所支援の提供の管理を行う者としてこども家庭庁長官が定めるもの（平成24 年厚生労働省告示第230 号。以下「児童発達支援管理責任者告示」という。）第２号イに規定する基礎研修修了者となった日以後、本研修の受講開始日前５年間に指定障がい児入所施設等その他の事業所等において通算して２年以上、相談支援の業務又は直接支援の業務に従事した者で、指定障がい児入所施設等において児童発達支援管理責任者として従事しているもの又は従事しようとするもの
なお、児童発達支援管理責任者告示第１号に定める実務経験において老人福祉施設・医療機関（療養病床関係病室に限る。）等以外での実務経験が３年以上必要であることに留意すること
２. 児童発達支援管理責任者基礎研修受講開始日において児童発達支援管理責任者告示第１号に規定する実務経験者である者であって、同研修及び相談支援従事者初任者研修（講義部分）を修了後、本研修の受講開始日前５年間に指定障がい福祉サービス事業所等又は指定障がい児入所施設等において通算して６ヶ月以上、第２号ロの(2)に規定する業務（以下「障がい児個別支援計画作成の業務」という。）に従事したもので、指定障がい児入所施設等において児童発達支援管理責任者として従事しているもの又は従事しようとするもの
３. 平成31年４月１日において改正前の障害児通所支援又は障害児入所支援の提供の管理を行う者として厚生労働大臣が定めるもの（以下「旧児童発達支援管理責任者告示」という。）第２号の規定に該当する者（相談支援従事者初任者研修（講義部分）修了者又は旧障害者ケアマネジメント研修修了者を除く。）であって、同日以後に相談支援従事者初任者研修（講義部分）修了者となったもの（１に定める期間、相談支援の業務若しくは直接支援の業務に従事した者又は２に定める期間、障がい児個別支援計画作成の業務に従事した者に限る。）で、指定障がい児入所施設等において児童発達支援管理責任者として従事しているもの又は従事しようとするもの
４. 児童発達支援管理責任者告示第２号柱書きに定める期間内に児童発達支援管理責任者更新研修の修了者とならなかった者で、指定障がい児入所施設等において児童発達支援管理責任者として従事しているもの又は従事しようとしているもの。この場合にあっては、１に定める期間、相談支援の業務若しくは直接支援の業務に従事した者であること又は２に定める期間、障がい児個別支援計画作成の業務に従事した者であることを要しない
⑥　児童発達支援管理責任者更新研修
１. 児童発達支援管理責任者実践研修を修了後、指定障がい福祉サービス事業所等若しくは指定障がい児入所施設等においてサービス管理責任者、児童発達支援管理責任者若しくは管理者として従事している者又は指定一般相談支援事業所、指定特定相談支援事業所若しくは指定障がい児相談支援事業所において相談支援専門員として従事している者で、指定障がい児入所施設等において児童発達支援管理責任者として従事しているもの又は従事しようとするもの
２. 児童発達支援管理責任者実践研修を修了後、本研修の受講開始日前５年間において１の業務に通算して２年以上従事していた者で、指定障がい児入所施設等において児童発達支援管理責任者として従事しているもの又は従事しようとするもの
